
 
 
 
 
 
 

◆政府 子ども・子育て新システム検討会議 

 

基本制度ワーキングチーム(第 20 回会合)開かれる 
 
 

基本制度ワーキングチーム最終回開催される 
 
 

1 月 31 日(火) 政府の子ども・子育て新システム検討会議の基本制度ワーキングチームの会合が開

催され、全日私幼連から北條泰雅副会長が出席しました。当日は前回に引き続き「子ども・子育て

新システムに関する基本制度とりまとめ（案）について」議論が行なわれました。 

 

地方団体：財源の確保、実施主体との今後の協議など調整いただきたいことはまだあるが、とりま

とめ(案)については大筋了解する。 

経済団体：事業主の拠出金については暫定的なものと理解。拠出割合をはじめ問題が残るため、子

ども子育て会議が開始される場合は意見交換の場を設けていただきたい。 

柏女委員：結果的には４元化となってしまっているのではないか。総合こども園への移行のための

インセンティブを考えるべき。総合こども園の学校教育法上の位置づけを今後検討してほしい。 

木幡委員：この制度をなくして待機児童の解消は解決しない。また、いまだに乳幼児は親が育てる

という発想があることについては、女性の社会進出の観点から残念に思えた。 

保育団体：総合こども園のインセンティブが不明なままである。言葉の整理が今後の課題である。

財源の確保は絶対であり、成案に向けてプロセスは今後も公開すべきであるが、基本制度とりま

とめ(案)については座長へ一任。 

有識者：地方版子ども子育て会議は、子育て当事者の声が反映されるよう義務づけが望ましい。新

システムは関係者以外にはまったく理解されておらずＰＲが必要。 

秋田委員：財源確保が必ずされないと議論が無駄になる。総合こども園が公教育であるならば学校

教育体系に株式会社が参入することは歴史的に初めてのこと。公教育に配当が認められたことは

誠に残念であり、数々の団体が反対をしたのにもかかわらず、意見を取り入れなかった民主党の

決断についても残念に思う。教育の質を担保するためのシステムが必要であり、情報開示につい

ても、保護者の選択に資するということのみならず、子どもの視点から質が確保されているかを

検証できるようにすべき。 
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